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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 429,194 △6.5 8,363 ― 6,636 ― △22,882 ―
20年3月期 458,977 △13.1 △5,829 ― △8,224 ― △52,470 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △90.83 ― △9.5 1.5 1.9
20年3月期 △208.26 ― △17.6 △1.6 △1.3
（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △191百万円 20年3月期  △293百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 423,938 242,532 52.4 882.47
20年3月期 469,642 281,627 55.3 1,030.09
（参考） 自己資本  21年3月期  222,316百万円 20年3月期  259,519百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 32,199 936 △7,653 123,385
20年3月期 △25,878 △10,399 △7,579 99,975

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 30.00 ― 15.00 45.00 11,337 ― 3.8
21年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 7,557 ― 3.1
22年3月期 
（予想） ― 15.00 ― 15.00 30.00 50.4

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

163,000 △18.7 △12,500 ― △13,000 ― △14,500 ― △57.56

通期 420,000 △2.1 27,000 222.8 26,000 291.8 15,000 ― 59.54

－1－



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、26、30ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、44ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 283,229,476株 20年3月期 283,229,476株
② 期末自己株式数 21年3月期 31,305,733株 20年3月期 31,292,007株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 84,994 ― 80,095 ― 79,923 ― 76,155 ―
20年3月期 6,914 △83.2 555 △98.3 755 △97.7 △18,983 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 302.29 ―
20年3月期 △75.35 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 325,293 309,307 94.7 1,223.31
20年3月期 350,313 242,088 68.8 956.90
（参考） 自己資本 21年3月期  308,179百万円 20年3月期  241,079百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料中に記載されている市場予測や業績見通しは、当社の経営陣が現在有効な情報に基づき判断したもので、その実現には潜在的リスクや不確実
性を含んでおり、さらに業績に影響を与える要因はこれに限定されるものではありません。従いまして、諸要因の変化により実際の業績は記載事項と大き
く異なる結果となる可能性があることをあらかじめご承知おきください。 
 なお、業績予想の前提となる仮定等については、３～９ページ「１. 経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

－2－



 
  

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱を背景とした、急激な為替変動によ

る企業収益の圧迫、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷等、実態経済の悪化により、先行きに不透明感が

増しています。 

このような状況の中、遊技機業界におきましては、「風適法施行規則等の改正」を受けて多様なゲー

ム性を持ったパチンコ遊技機の入替が好調に推移しました。一方、パチスロ遊技機においては、「技術

上の規格解釈基準」の一部改正を反映させた新たなゲーム性を持つ遊技機の入替が進んだものの、市場

の本格回復までには至らず、今後はさらなる斬新な遊技機の開発・供給等による活性化が期待されてい

ます。 

アミューズメント業界におきましては、個人消費の低迷等によって、依然厳しい環境が続いており、

今後の市場活性化に向けては、ファミリー層やライトユーザー層など多様化する顧客ニーズに応じた店

舗運営を支援し市場を牽引する新たなゲーム機の開発・供給等が期待されています。 

家庭用ゲームソフト業界におきましては、国内では現世代機の普及に伴うゲームソフトの需要拡大が

一段落したものの、欧米においては、引き続き堅調に推移しています。 

  

このような経営環境のもと、当グループは、各事業分野における収益基盤の強化を目的に、事業構造

の改革を進めてまいりました。 

＜当期に実施した主な施策＞ 

①収益の最大化実現のため、収益性の高いサミーブランドに対する経営資源の配分比率を高め、 

  安定したタイトル開発体制の構築及びブランド力の向上を目的に、株式会社銀座との事業及び 

  資本提携を解消 

②収益の最大化実現のため、遊技機事業における経営資源をパチンコ遊技機事業・パチスロ遊技 

  機事業に集中することを目的に、遊技機周辺機器事業を展開する株式会社サミーシステムズの 

  全株式を日本金銭機械株式会社へ譲渡することを決定 

③国内のアミューズメント施設事業において、将来性・収益性の低い110店舗の閉鎖を決定 

④株式会社セガにおいて、現状の収益規模に見合った適正人員規模にすることを目的とした希望 

  退職者募集の実施 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

前々連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前期比

増減 増減率

百万円 百万円 百万円 百万円 ％

売上高 528,238 458,977 429,194 △ 29,782 △ 6.5

営業利益 76,530 △ 5,829 8,363 14,193 ─

経常利益 81,287 △ 8,224 6,636 14,861 ─

当期純利益 43,456 △ 52,470 △ 22,882 29,588 ─

円 円 円 円 ％

一株当たり当期純利益 172.47 △ 208.26 △ 90.83 117.44 ─
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当連結会計年度における売上高は4,291億94百万円（前期比6.5％減）、営業利益は83億63百万円（前

期は営業損失58億29百万円）、経常利益は66億36百万円（前期は経常損失82億24百万円）となり、減損

損失や希望退職関連費用、投資有価証券評価損など特別損失を302億９百万円計上したことにより、当

期純損失は228億82百万円（前期は当期純損失524億70百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。 

  

《遊技機事業》 

 
  

パチンコ遊技機事業におきましては、新開発体制に移行して初のタイトルとなる当期の主力タイト

ル、サミーブランド『ぱちんこCR北斗の拳』を発売し、市場から高い評価を得た結果、213千台の販売

となりました。また、同体制化で開発したその他タイトルの販売も好調に推移し、サミーブランド『デ

ジハネCR北斗の拳ユリア』を49千台、銀座ブランド『CR桃太郎電鉄』をシリーズ合計で31千台、サミー

ブランド『ぱちんこCR逃亡者おりん』を29千台販売するなど、パチンコ遊技機全体で391千台の販売と

なりました。 

パチスロ遊技機事業におきましては、「技術上の規格解釈基準」の一部改正を反映させてゲーム性を

高めた、サミーブランド『パチスロハードボイルド』や『快盗天使ツインエンジェル２』、ロデオブラ

ンド『回胴黙示録カイジ２』などを発売し、市場から一定の評価を得た一方で、ゲーム性向上を目的に

当期の主力タイトルの発売を来期に延期したことにより、パチスロ遊技機全体で123千台の販売にとど

まりました。 

以上の結果、売上高は1,624億90百万円（前期比10.9％増）、営業利益は145億28百万円（前期比

72.1％増）となりました。 

  

前々連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前期比

増減 増減率

百万円 百万円 百万円 百万円 ％

外部売上高 211,539 145,582 161,691 ─ ─

セグメント間売上高 2,170 884 799 ─ ─

売上高合計 213,710 146,466 162,490 16,023 10.9

営業利益 71,102 8,443 14,528 6,084 72.1

台 台 台 台 ％

パチンコ販売台数 132,981 108,184 391,831 283,647 262.2

パチスロ販売台数 523,422 380,688 123,286 △ 257,402 △ 67.6

－4－
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遊技機の主要販売機種名及び販売台数 

 パチンコ遊技機 

 
パチスロ遊技機 

 
  

《アミューズメント機器事業》 

 
  

アミューズメント機器事業におきましては、当期の主力タイトルであるトレーディングカードゲーム

『WORLD CLUB Champion Football Intercontinental Clubs 2006-2007』や大型メダルゲーム『ガリレ

オファクトリー』などの販売が堅調に推移した一方で、アミューズメント施設業界の厳しい経営環境等

を考慮し、下期において販売を計画していた一部の大型タイトルの開発を中止しました。 

以上の結果、売上高は654億30百万円（前期比13.2％減）、営業利益は68億90百万円（前期比3.7％

減）となりました。 

  

機種名 ブランド 販売台数

 ぱちんこCR北斗の拳 （サミー） 213千台

 デジハネCR北斗の拳ユリア （サミー） 49千台

 CR桃太郎電鉄 （銀座） 31千台

 ぱちんこCR逃亡者おりん （サミー） 29千台

 CRサムライチャンプルー （タイヨーエレック） 18千台

 その他 48千台

合 計 391千台

機種名 ブランド 販売台数

 パチスロハードボイルド （サミー） 23千台

 回胴黙示録カイジ２ （ロデオ） 18千台

 パチスロ桃太郎電鉄 （サミー） 11千台

 パチスロTHE BLUE HEARTS （銀座） 11千台

 快盗天使ツインエンジェル２ （サミー） ５千台

 その他 52千台

合 計 123千台

前々連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前期比

増減 増減率

百万円 百万円 百万円 百万円 ％

外部売上高 75,454 71,061 61,926 ─ ─

セグメント間売上高 4,165 4,340 3,504 ─ ─

売上高合計 79,619 75,401 65,430 △ 9,971 △ 13.2

営業利益 11,682 7,152 6,890 △ 261 △ 3.7

－5－

セガサミーホールディングス㈱(6460)平成21年３月期　決算短信



アミューズメント機器の主要販売タイトル名 

 
  

《アミューズメント施設事業》 

 
  

アミューズメント施設事業におきましては、個人消費の低迷等により、郊外店舗を中心にセガ国内既

存店舗の売上高が前期比で92.4％と低調に推移しました。 

厳しい経営環境を受けて、セガは国内施設事業において、当第４四半期から来期第２四半期にかけ

て、将来性・収益性の低い110店舗を閉鎖することを決定しました。当期において、47店舗の閉店を行

う一方、新規出店を６店舗行った結果、当期末の店舗数は322店舗となっています。 

以上の結果、売上高は713億30百万円（前期比21.8％減）、営業損失は75億20百万円（前期は営業損

失98億７百万円）となりました。 

  

《コンシューマ事業》 

タイトル名

 WORLD CLUB Champion Football 
 Intercontinental Clubs 2006-2007

トレーディングカードゲーム

 ガリレオファクトリー メダルゲーム

 DERBY OWNERS CLUB 2008 feel the rush ビデオゲーム

 セガネットワーク対戦麻雀MJ４ ビデオゲーム

前々連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前期比

増減 増減率

百万円 百万円 百万円 百万円 ％

外部売上高 103,850 91,226 71,310 ─ ─

セグメント間売上高 9 7 19 ─ ─

売上高合計 103,859 91,234 71,330 △ 19,903 △ 21.8

営業利益 132 △ 9,807 △ 7,520 2,286 ─

店舗 店舗 店舗 店舗 ％

国内AM施設数 449 363 322 △ 41 ─

（参考） ％ ％ ％ pt ％

セガ国内既存店舗売上高前期比 95.8 89.0 92.4 3.4 ─

前々連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前期比

増減 増減率

百万円 百万円 百万円 百万円 ％

外部売上高 119,593 141,790 131,361 ─ ─

セグメント間売上高 239 475 303 ─ ─

売上高合計 119,833 142,265 131,664 △ 10,601 △ 7.5

営業利益 1,748 △ 5,989 △ 941 5,048 ─

万本 万本 万本 万本 ％

ゲームソフト販売本数 2,127 2,699 2,947 248 9.2

－6－
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コンシューマ事業におきましては、家庭用ゲームソフト事業において、海外では『Sonic 

Unleashed』、『Football Manager 2009』などの年末商戦における販売や、『Mario & Sonic at the 

Olympic Games』などの前期タイトルのリピート販売が堅調に推移しました。一方、国内においては、

『ファンタシースターポータブル』や人気シリーズ最新作となる『龍が如く３』が好調な販売を記録し

たものの、その他のタイトルは低調に推移しました。その結果、ゲームソフト販売本数は米国1,249万

本、欧州1,273万本、日本・その他423万本、合計2,947万本となりました。 

玩具販売事業におきましては、国内における販売が低調となったものの、海外では、米国で2009年

「トイ・オブ・ザ・イヤー」を受賞した『爆丸』の販売が好調に推移いたしました。また、携帯電話・

PC向けコンテンツ事業は、『ぱちんこCR北斗の拳』などのゲームコンテンツの配信を中心に堅調に推移

し、アニメーション映像事業は、ネットワーク配信などの増加があったものの、国内番組販売及びビデ

オグラム販売が減少しました。 

以上の結果、売上高は1,316億64百万円（前期比7.5％減）、営業損失は９億41百万円（前期は営業損

失59億89百万円）となりました。 

  

ゲームソフトの主要販売タイトル名及び販売本数 

タイトル名 販売地域 プラットフォーム 販売本数

 Mario & Sonic at the Olympic Games 米・欧 Wii, DS 421万本

 Iron Man 米・欧
PS３, Xbox360, Wii, 
PS２, PC, PSP, DS

268万本

 Sonic Unleashed 日・米・欧
PS３, Xbox360, 

Wii, PS２
245万本

 The Incredible Hulk 米・欧
PS３, Xbox360, Wii, 

PS２, PC, DS
148万本

 Empire : Total War 米・欧 PC 81万本

 ファンタシースターポータブル 日本 PSP 64万本

 龍が如く３ 日本 PS３ 50万本
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【平成22年３月期の見通し】 

世界的な金融市場の混乱に伴う民間設備投資意欲の低下、雇用情勢の悪化、個人消費低迷等によっ

て、経済情勢の見通しはさらに厳しく、各国の経済対策の効果が期待されるものの、当面は不透明な状

況が続くものと予想されます。 

このような経営環境下、当社グループにおける遊技機事業におきましては、パチンコ遊技機事業及び

パチスロ遊技機事業ともに販売タイトル数を絞込み、ラインナップの強化を図り、パチンコ遊技機にお

いては450千台（前期比58千台増）、パチスロ遊技機においては180千台（前期比56千台増）の販売を見

込みます。また、販売価格戦略の見直し、調達部材コストの低減、パチンコ遊技機の盤面販売比率向上

等により利益率の改善を図ります。 

アミューズメント機器事業におきましては、施設オペレーターの投資効率向上と機器メーカーである

当社グループの長期的安定収益の確保を実現する製品やビジネスモデルを提供することにより業界環境

の変化に対応してまいります。 

アミューズメント施設事業におきましては、収益性・将来性の低い店舗の閉鎖を推進し、また店舗運

営力を向上することにより収益改善を図ります。 

コンシューマ事業における家庭用ゲームソフト事業におきましては、製販一体による強固な事業体制

の構築と日米欧地域間連携の強化を図るとともにタイトル数を絞り込むことにより事業の効率化を図り

ます。ゲームソフト販売本数は米国1,163万本、欧州1,450万本、日本・その他357万本の合計2,970万本

を見込みます。また、玩具、携帯電話向けコンテンツ、アニメーション事業を手がける上場子会社各社

の収益改善により、コンシューマ事業全体で黒字転換を見込みます。 

以上の結果、次期の売上高は4,200億円（前期比2.1％減）、営業利益は270億円（前期比222.8％

増）、経常利益は260億円（前期比291.8％増）、当期純利益は150億円（前期は当期純損失228億82百万

円）を見込んでおります。 

  

 
  

なお、従来、アミューズメント機器事業並びにコンシューマ事業において、研究開発費として認識し

ていたコンテンツ制作費は発生時に売上原価として計上しておりましたが、平成22年３月期より仕掛品

としてたな卸資産に計上し、売上計上時に売上原価として処理することといたします。会計方針変更の

目的は近年高額化傾向にあるコンテンツ制作費を収益と対比させ、期間損益をより適正に表示するため

です。 

平成22年３月期業績予想について新会計方針により算出された予想値は旧会計方針によるものと比較

した場合、営業利益、経常利益、当期純利益がそれぞれ第２四半期累計期間では25億円、通期では50億

円増加します。会計方針変更に伴う業績予想への影響については平成21年５月13日公表の「平成22年３

月期業績予想について」をご参照ください。 

平成21年３月期 平成22年３月期見通し 前期比

第２四半期 
連結累計期間

通期
第２四半期
連結累計期間

通期
第２四半期 
連結累計期間

通期

売上高 200,446 429,194 163,000 420,000 △ 37,446 △ 9,194

営業利益 △ 7,578 8,363 △ 12,500 27,000 △ 4,921 18,636

経常利益 △ 8,484 6,636 △ 13,000 26,000 △ 4,515 19,363

当期純利益 △ 9,554 △ 22,882 △ 14,500 15,000 △ 4,945 37,882
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《次期の見通しに関する注意事項》 

本資料中に記載されている市場予測や業績見通しは、当社の経営陣が現在有効な情報に基づき判断し

たもので、その実現には潜在的リスクや不確実性を含んでおり、さらに業績に影響を与える要因はこれ

に限定されるものではありません。従いまして、諸要因の変化により実際の業績は記載事項と大きく異

なる結果となることをあらかじめご承知おきください。 
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総資産は、譲渡性預金が主要因で有価証券が243億３百万円増加し流動資産が増加した一方で、土地

の売却や固定資産の減損処理、のれんの一括償却、投資有価証券の評価損処理等によって固定資産合計

で574億６百万円減少した結果、前連結会計年度末と比較して457億４百万円減少し、4,239億38百万円

となりました。 

 純資産は、当期純損失の計上や配当金の支払、また、為替相場の変動による為替換算調整勘定の減少

などにより、前連結会計年度末と比較して390億94百万円減少し、2,425億32百万円となりました。 

 なお、流動比率は前連結会計年度末と比較して88.0ポイント増加の295.0％となり、高水準となりま

した。 

 また、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して2.9ポイント低下の52.4％となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
 （注）自己資本比率            ：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

 を使用しております。 

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債を対象と 

  しております。 

※利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※平成20年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオ  

 は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。 

  

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として位置づけ、利益に応じた適正な配当を行うこ

とを基本方針としております。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、連結当期純損失となりましたが、安定的な配当を実現す

べく、中間配当は１株当たり15円を実施しており、期末配当は１株当たり15円を予定しております。 

なお、次期の配当につきましても、中間配当は１株当たり15円、期末配当は１株当たり15円を予定し

ております。 

また、内部留保金の使途につきましては、財務体質と経営基盤の強化及び事業拡大に伴う投資等に有

効活用していく方針であります。 

(2) 財政状態に関する分析

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 59.0％ 60.6％ 61.5％ 55.3％ 52.4％

時価ベースの自己資本比率 185.6％ 230.2％ 126.0％ 56.6％ 51.3％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

64.6％ 47.6％ 89.0％ ─ 218.9%

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

105.8倍 123.8倍 196.3倍 ─ 35.1倍

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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最近の有価証券報告書（平成20年６月18日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会

社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

  

  

  

2. 企業集団の状況
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平成16年10月１日、株式会社セガとサミー株式会社は、両社の経営資源を統合し、企業価値を最大限

に高めることを目的に両社の持株会社となる当社「セガサミーホールディングス株式会社」を設立しま

した。その後、様々な経営施策により事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応する体制及び将来の成長を

加速できる体制作りに努めてまいりました。  

当グループの事業領域は遊技機事業、アミューズメント機器事業、アミューズメント施設事業及びコ

ンシューマ事業等であり、全世界をターゲット市場として当グループ内の経営資源を最大限有効活用及

び相互利用し、全ての世代をターゲットにした事業を行います。そして「すべての事業分野でプレゼン

スを確立し、世界No.１の総合エンタテインメント企業になる」ことで、当グループに信頼をお寄せ頂

いている方々のご期待にお応えしていきたいと考えております。 

  

当グループは、パチスロ遊技機やパチンコ遊技機から、アミューズメント機器、アミューズメント施

設の運営、家庭用ゲームソフト、インターネット及び携帯端末向けのサービス、さらには玩具やアニメ

ーションの分野に至るまで、幅広いエンタテインメント関連領域で事業活動を行っています。これらを

コアビジネスとして確固たる競争力を有する企業になることを目指しております。 

  

遊技機事業におけるパチスロ遊技機事業におきましては、市場環境が大きく変革する中、開発ノウハ

ウの結集と技術の高度化により市場を牽引する製品を供給すること、また、堅調に推移しているパチン

コ遊技機市場におきましては、開発機能及びグループ会社との協業体制強化によりシェアを拡大させる

ことが経営課題となっております。 

アミューズメント機器事業におきましては、幅広いユーザー獲得を目指し、高付加価値製品からファ

ミリー向けの製品まで多様なユーザーニーズに応えること、同時にオペレーターの投資効率向上と機器

メーカーである当社グループの長期安定収益の確保を実現する製品・ビジネスモデルを提供すること、

また海外において現地のニーズに合致し、価格競争力を持った製品の供給等が経営課題となっておりま

す。 

アミューズメント施設事業におきましては、収益性・将来性の低い店舗の閉店・売却を推進し、効率

的な事業運営を追及すると同時に、店舗運営力の向上を図り、収益を改善させることが経営課題となっ

ております。 

コンシューマ事業における家庭用ゲームソフト事業におきましては、製販一体による強固な事業体制

を構築し、日米欧地域間連携を強化すると同時にタイトル数を大幅に絞り込むことにより開発の効率化

を図り、収益性を向上させることが経営課題となっております。携帯電話向けコンテンツ事業、玩具販

売事業、映像事業等については上場子会社を中心として、さらなる事業強化を図ってまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 中長期的な会社の経営戦略

(3) 会社の対処すべき課題
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サミー株式会社が製造販売したパチスロ遊技機「北斗の拳」に対して、アルゼ株式会社から特許第

3069092号及び特許第3708056号の２件の特許権を侵害しているとして、平成17年12月27日付で210億円

の損害賠償請求等を求める訴訟の提起を受けました。その後、平成19年５月22日付で東京地方裁判所は

同社の請求を棄却する判決を下しました。同社はこの判決を不服として、平成19年６月４日付で知的財

産高等裁判所に控訴し、現在審理中であります。 

なお、サミー株式会社は本件訴訟の対象権利に対して、無効審判請求を提起しております。 

特許第3069092号について、特許庁は平成19年10月２日付で特許を一部無効とする判断を下し、知的

財産高等裁判所において審決取消について審理中でしたが、同社が訂正審判申立をしたため、平成20年

３月21日付で審判官（特許庁）へ差し戻されております。その後、特許庁は平成20年11月19日（12月１

日送達）、訂正を認め、本件審判の請求は成り立たないとの審決を下しました。サミー株式会社は特許

庁が下した審決の取消を求めて、平成20年12月11日付で知的財産高等裁判所に訴訟し、現在審理中であ

ります。 

特許第3708056号について、特許庁は平成18年10月17日付で特許を無効とする判断を下し、知的財産

高等裁判所において審決取消について審理中でしたが、平成19年11月14日付にて同社の審決取消の訴え

を棄却しました。さらに同社は平成19年11月27日付で最高裁判所に上告及び上告受理の申立を行い審理

中でしたが、平成20年５月８日付にて同社の上告を棄却し、上告を受理しない旨の決定がなされたた

め、無効が確定しています。 

サミー株式会社は、本件訴訟の対象となる同社の特許については、権利の侵害にはあたらないものと

確信しておりますが、訴訟の推移如何によっては当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 ※1 101,539 ※1 106,436 

受取手形及び売掛金 ※1 72,541 ※1 80,468 

有価証券 2,495 26,798 

たな卸資産 51,435 － 

商品及び製品 － 7,656 

仕掛品 － 2,914 

原材料及び貯蔵品 － 30,971 

未収還付法人税等 9,561 7,013 

繰延税金資産 5,998 3,382 

その他 32,037 21,795 

貸倒引当金 △571 △698 

流動資産合計 275,038 286,740 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※1 57,716 ※1 54,398 

減価償却累計額 △29,118 △28,748 

建物及び構築物（純額） 28,597 25,649 

アミューズメント施設機器 65,798 64,985 

減価償却累計額 △51,699 △54,040 

アミューズメント施設機器（純額） 14,099 10,944 

土地 ※1, ※5 48,810 ※1, ※5 22,590 

建設仮勘定 1,026 494 

その他 43,323 39,635 

減価償却累計額 △31,827 △34,198 

その他（純額） 11,495 5,436 

有形固定資産合計 104,029 65,116 

無形固定資産 

のれん 13,524 6,949 

その他 6,692 6,292 

無形固定資産合計 20,217 13,242 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※2, ※3 35,608 ※2, ※3 27,732 

長期貸付金 2,187 2,715 

敷金及び保証金 21,970 18,721 

繰延税金資産 3,689 6,470 

その他 14,332 7,559 

貸倒引当金 △7,430 △4,360 

投資その他の資産合計 70,358 58,838 

固定資産合計 194,604 137,197 

資産合計 469,642 423,938 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 ※1 49,496 ※1 51,298 

短期借入金 ※1, ※6 27,455 ※1, ※6 5,467 

1年内償還予定の社債 5,716 3,294 

未払法人税等 3,180 3,131 

未払費用 ※1 33,292 ※1 22,464 

賞与引当金 2,791 2,295 

役員賞与引当金 130 473 

ポイント引当金 129 136 

その他 10,670 8,631 

流動負債合計 132,863 97,194 

固定負債 

社債 25,679 52,834 

長期借入金 ※1, ※6 6,988 ※1, ※6 6,740 

退職給付引当金 9,269 10,873 

役員退職慰労引当金 2,094 2,152 

繰延税金負債 435 233 

再評価に係る繰延税金負債 960 960 

その他 9,723 10,415 

固定負債合計 55,151 84,211 

負債合計 188,014 181,405 

純資産の部 

株主資本 

資本金 29,953 29,953 

資本剰余金 171,092 171,082 

利益剰余金 150,888 119,417 

自己株式 △73,680 △73,685 

株主資本合計 278,253 246,767 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 597 △1,619 

繰延ヘッジ損益 △2 － 

土地再評価差額金 ※5 △6,980 ※5 △5,966 

為替換算調整勘定 △12,347 △16,865 

評価・換算差額等合計 △18,733 △24,451 

新株予約権 1,070 1,222 

少数株主持分 21,038 18,994 

純資産合計 281,627 242,532 

負債純資産合計 469,642 423,938 

－15－

セガサミーホールディングス㈱(6460)平成21年３月期　決算短信



(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 458,977 429,194 

売上原価 ※1, ※2 338,573 ※1, ※2 310,101 

売上総利益 120,403 119,092 

販売費及び一般管理費 

広告宣伝費 22,809 20,804 

販売手数料 8,730 6,378 

給料及び手当 19,514 16,684 

賞与引当金繰入額 1,869 1,760 

役員賞与引当金繰入額 135 453 

退職給付費用 1,660 1,549 

役員退職慰労引当金繰入額 188 200 

研究開発費 ※2 20,032 ※2 20,450 

貸倒引当金繰入額 451 808 

その他 50,839 41,638 

販売費及び一般管理費合計 126,232 110,728 

営業利益又は営業損失（△） △5,829 8,363 

営業外収益 

受取利息 752 681 

受取配当金 379 225 

投資事業組合運用益 602 633 

リース資産運用収入 427 281 

還付加算金 － 517 

その他 634 946 

営業外収益合計 2,796 3,286 

営業外費用 

支払利息 627 900 

持分法による投資損失 293 191 

売上割引 338 93 

支払手数料 90 338 

貸倒引当金繰入額 447 65 

投資事業組合運用損 586 145 

為替差損 1,053 1,060 

店舗解約違約金 1,102 － 

デリバティブ評価損 － 511 

開発仕掛品処分損 － 789 

その他 652 916 

営業外費用合計 5,191 5,013 

経常利益又は経常損失（△） △8,224 6,636 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

特別利益 

前期損益修正益 ※3 529 ※3 － 

固定資産売却益 ※4 93 ※4 580 

貸倒引当金戻入額 361 61 

関係会社株式売却益 － 466 

投資有価証券売却益 4,440 3 

持分変動利益 13 2 

関係会社清算益 693 94 

原状回復費戻入益 － 583 

株式譲渡契約解除に伴う解決金 － 240 

製品自主回収費用戻入益 － 279 

債務時効益 ※5 － ※5 833 

その他 792 449 

特別利益合計 6,925 3,595 

特別損失 

前期損益修正損 ※6 91 ※6 － 

固定資産除却損 ※7 1,470 ※7 783 

固定資産売却損 ※8 177 ※8 41 

減損損失 ※11 9,218 ※11 6,465 

投資有価証券評価損 12,355 4,304 

のれん一括償却額 929 2,434 

複合施設開発中止に伴う損失 5,580 － 

希望退職関連費用 2,761 4,423 

製品自主回収費用 2,245 － 

店舗閉鎖損失 ※9 － ※9 2,994 

ゲームコンテンツ開発中止に伴う損失 － 3,465 

事業撤退損 ※10 － ※10 2,066 

その他 4,011 3,230 

特別損失合計 38,842 30,209 

税金等調整前当期純損失（△） △40,141 △19,976 

法人税、住民税及び事業税 9,902 2,904 

法人税等調整額 2,640 △186 

法人税等還付税額 － △867 

法人税等合計 12,543 1,850 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △213 1,055 

当期純損失（△） △52,470 △22,882 
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 29,953 29,953 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 29,953 29,953 

資本剰余金 

前期末残高 171,096 171,092 

当期変動額 

自己株式の処分 △3 △10 

当期変動額合計 △3 △10 

当期末残高 171,092 171,082 

利益剰余金 

前期末残高 221,172 150,888 

当期変動額 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純損失（△） △52,470 △22,882 

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △862 － 

連結範囲の変動 △1,309 △16 

土地再評価差額金の取崩 △524 △1,014 

当期変動額合計 △70,284 △31,471 

当期末残高 150,888 119,417 

自己株式 

前期末残高 △73,656 △73,680 

当期変動額 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 13 16 

当期変動額合計 △24 △4 

当期末残高 △73,680 △73,685 

株主資本合計 

前期末残高 348,565 278,253 

当期変動額 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純損失（△） △52,470 △22,882 

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △862 － 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 9 6 

連結範囲の変動 △1,309 △16 

土地再評価差額金の取崩 △524 △1,014 

当期変動額合計 △70,312 △31,485 

当期末残高 278,253 246,767 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 4,779 597 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△4,181 △2,217 

当期変動額合計 △4,181 △2,217 

当期末残高 597 △1,619 

繰延ヘッジ損益 

前期末残高 △17 △2 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

14 2 

当期変動額合計 14 2 

当期末残高 △2 － 

土地再評価差額金 

前期末残高 △7,505 △6,980 

当期変動額 

土地再評価差額金の取崩 524 1,014 

当期変動額合計 524 1,014 

当期末残高 △6,980 △5,966 

為替換算調整勘定 

前期末残高 △7,752 △12,347 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△4,594 △4,517 

当期変動額合計 △4,594 △4,517 

当期末残高 △12,347 △16,865 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 △10,496 △18,733 

当期変動額 

土地再評価差額金の取崩 524 1,014 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△8,761 △6,732 

当期変動額合計 △8,237 △5,717 

当期末残高 △18,733 △24,451 

新株予約権 

前期末残高 454 1,070 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 615 152 

当期変動額合計 615 152 

当期末残高 1,070 1,222 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

少数株主持分 

前期末残高 20,334 21,038 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 704 △2,043 

当期変動額合計 704 △2,043 

当期末残高 21,038 18,994 

純資産合計 

前期末残高 358,858 281,627 

当期変動額 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純損失（△） △52,470 △22,882 

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △862 － 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 9 6 

連結範囲の変動 △1,309 △16 

土地再評価差額金の取崩 － － 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,442 △8,623 

当期変動額合計 △77,230 △39,094 

当期末残高 281,627 242,532 
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純損失（△） △40,141 △19,976 

減価償却費 45,611 26,644 

減損損失 9,218 6,465 

アミューズメント施設機器振替額 △8,623 △6,146 

遊技機レンタル資産振替額 △16,319 △59 

固定資産売却損益（△は益） 83 △538 

固定資産除却損 1,470 783 

関係会社株式売却損益（△は益） 395 △466 

投資有価証券売却損益（△は益） △4,419 △3 

投資有価証券評価損益（△は益） 12,355 4,304 

投資事業組合運用損益（△は益） △15 △487 

のれん償却額 3,785 4,144 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 551 △2,670 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △350 382 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △179 － 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 10 7 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 819 1,659 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 112 88 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,169 △197 

受取利息及び受取配当金 △1,131 △907 

支払利息 627 900 

為替差損益（△は益） △329 870 

持分法による投資損益（△は益） 293 191 

持分変動損益（△は益） 26 △2 

売上債権の増減額（△は増加） 5,730 △13,641 

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,836 9,086 

仕入債務の増減額（△は減少） △22,011 13,278 

預り保証金の増減額（△は減少） 488 △405 

その他 16,119 8,713 

小計 △4,490 32,019 

利息及び配当金の受取額 1,235 1,008 

利息の支払額 △513 △916 

法人税等の支払額 △28,421 △13,147 

法人税等の還付額 6,311 13,236 

営業活動によるキャッシュ・フロー △25,878 32,199 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △1,824 △5,511 

定期預金の払戻による収入 2,684 2,834 

有価証券の取得による支出 △1,793 △1,099 

有価証券の償還による収入 1,000 1,800 

信託受益権の取得による支出 △8,436 △5,810 

信託受益権の売却による収入 9,437 6,271 

有形固定資産の取得による支出 △22,040 △14,440 

有形固定資産の売却による収入 195 21,497 

無形固定資産の取得による支出 △4,004 △3,143 

無形固定資産の売却による収入 4 109 

投資有価証券の取得による支出 △623 △2,258 

投資有価証券の売却による収入 5,871 52 

投資有価証券の償還による収入 1,000 2,505 

投資事業組合への出資による支出 △2,966 △800 

投資事業組合からの分配による収入 6,359 1,201 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 

※2 6,412 ※2 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出 

※3 △1,025 ※3 △4,192 

連結子会社株式の取得による支出 △225 － 

関係会社株式の取得による支出 △304 △800 

貸付けによる支出 △11,251 △2,657 

貸付金の回収による収入 10,273 2,996 

敷金の差入による支出 △1,193 △948 

敷金の回収による収入 1,362 3,578 

その他 690 △246 

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,399 936 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,245 △21,579 

長期借入れによる収入 7,184 1,050 

長期借入金の返済による支出 △5,332 △613 

社債の発行による収入 15,433 30,462 

社債の償還による支出 △7,925 △6,216 

少数株主からの払込みによる収入 51 11 

配当金の支払額 △15,074 △7,579 

少数株主への配当金の支払額 △285 △2,384 

自己株式の取得による支出 △38 △21 

その他 △348 △783 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,579 △7,653 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,777 △2,081 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △45,635 23,401 

現金及び現金同等物の期首残高 144,868 99,975 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 879 9 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △138 △0 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 99,975 ※1 123,385 
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数 77社

主な連結子会社: 

サミー㈱、㈱セガ、㈱ロデオ、

㈱サミーシステムズ、㈱サミー

デザイン、㈱エスアイエレクト

ロニクス、㈱銀座、タイヨーエ

レック㈱、㈱セガ・ロジスティ

クスサービス、Sega Amusements 

U.S.A.,Inc.、Sega  Amusements 

Europe Ltd.、㈱サミーネットワ

ークス、㈱セガトイズ、㈱トム

ス・エンタテインメント、 

Sega of America, Inc.、Sega  

Enterprises,Inc.(U.S.A.)、 

Sega Europe Ltd.、セガサミー

インベストメント・アンド・パ

ートナーズ㈱ 

その他 59社

 なお、タイヨーエレック㈱は第三者

割当増資の引き受けによる株式の追加

取得により持分法適用関連会社から、

㈱アイティコミュニケーションズは株

式取得により、㈱トムス・ミュージッ

ク他３社は重要性が増したことなどに

より、Sega Australia Pty Ltd.は新

規設立出資により、当連結会計年度よ

り連結子会社としております。 

 北京歌華網絡文化資訊有限公司は重

要性が低下したことにより、㈱H・Iシ

ステム他３社は連結子会社との合併に

より、㈱日商インターライフ他６社は

保有株式の売却により、Sega.Com 

Asia Networks,Inc.他４社は会社清算

により、当連結会計年度より連結の範

囲から除外しております。

（１）連結子会社の数 68社

主な連結子会社: 

サミー㈱、㈱セガ、㈱ロデオ、

㈱サミーシステムズ、㈱サミー

デザイン、タイヨーエレック

㈱、㈱セガ・ロジスティクスサ

ービス、Sega Amusements  

U.S.A.,Inc.、Sega  Amusements 

Europe Ltd.、㈱サミーネットワ

ークス、㈱セガトイズ、㈱トム

ス・エンタテインメント、 

Sega  of  America,  Inc.、Sega 

Publishing America, Inc.、 

Sega Europe Ltd.、セガサミー

インベストメント・アンド・パ

ートナーズ㈱ 

その他 52社

 なお、㈱AGスクエアは新規設立出資

により、㈱ジョイントマスターは重要

性が増したことにより、当連結会計年

度より連結子会社としております。 

 また、㈱キュールは重要性が低下し

たことにより、㈱レシピ、セガサミー

メディア㈱は連結子会社との合併によ

り、㈱エスアイエレクトロニクス、㈱

銀座、他１社は保有株式の売却によ

り、Sem  Communications  Pte.Ltd.他

４社は会社清算により、当連結会計年

度より連結の範囲から除外しておりま

す。

（２）非連結子会社の数    ９社

主な非連結子会社： 

United Source  

International Ltd.、 

Sega (Shanghai) Software 

Co.,Ltd.他

 非連結子会社につきましては総資

産、売上高、当期純損益のうち持分に

見合う額及び利益剰余金等のうち持分

に見合う額のそれぞれの合計額が連結

会社の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等に比して、いずれも重

要性が乏しいため連結の範囲から除外

しております。

（２）非連結子会社の数    12社

主な非連結子会社： 

United Source  

International Ltd.、 

Sega (Shanghai) Software 

Co.,Ltd.他

 非連結子会社につきましては総資

産、売上高、当期純損益のうち持分に

見合う額及び利益剰余金等のうち持分

に見合う額のそれぞれの合計額が連結

会社の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等に比して、いずれも重

要性が乏しいため連結の範囲から除外

しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事
項

（１）持分法を適用した関連会社の 
   数          ９社

主な持分法適用関連会社：

㈱日商インターライフ、 

㈱CRI・ミドルウェア 

その他 ７社

 なお、㈱日商インターライフは保有

株式の売却により、連結子会社から持

分法適用関連会社となりました。

（１）持分法を適用した関連会社の 
   数          10社

主な持分法適用関連会社：

㈱日商インターライフ、 

㈱CRI・ミドルウェア 

その他 ８社

 なお、有限責任事業組合アンパンマ

ンデジタルは新規設立出資により、当

連結会計年度より持分法適用関連会社

となりました。

（２）持分法を適用しない非連結子 
   会社及び関連会社の数  
              16社

主な持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社： 

リバプール㈱、ミコット・エン

ド・バサラ㈱他

（２）持分法を適用しない非連結子 
   会社及び関連会社の数  
              18社

主な持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社： 

リバプール㈱、ミコット・エン

ド・バサラ㈱他

 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社につきましては、当期純損

益のうち持分に見合う額及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額のそれぞれ

の合計額が連結会社の当期純損益及び

利益剰余金等に比して、いずれも重要

性が乏しいため持分法を適用しており

ません。

 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社につきましては、当期純損

益のうち持分に見合う額及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額のそれぞれ

の合計額が連結会社の当期純損益及び

利益剰余金等に比して、いずれも重要

性が乏しいため持分法を適用しており

ません。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は下記のとおりでありま

す。 

Sega Amusements Taiwan Ltd.、 

上海新世界世嘉游芸有限公司、 

世嘉(中国)網絡科技有限公司、 

世嘉無線娯楽科技有限公司、 

Sem Communications Pte.Ltd.、 

投資事業組合５組合は12月末日であり

ます。 

 なお、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は下記のとおりでありま

す。 

Sega Amusements Taiwan Ltd.、 

上海新世界世嘉游芸有限公司、 

世嘉無線娯楽科技有限公司、 

投資事業組合５組合は12月末日であり

ます。 

 なお、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）

 ①満期保有目的の債券 

    同左

 ②その他有価証券

  時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

      同左

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な決算

書を基礎として持分相当額を純額

で取り込む方法によっておりま

す。

  時価のないもの

    同左

 ③デリバティブ 
   時価法

 ③デリバティブ 
       同左

 ④たな卸資産
 主として総平均法による原価法

 ④たな卸資産
 主として総平均法による原価 
法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

(連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成18年７月５日

企業会計基準第９号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

 ①有形固定資産
 主として定率法
 ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除
く）については、定額法を採用し
ております。
 なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。
 建物及び構築物   ２～50年
 アミューズメント施設機器

２～５年
 また、定期借地権契約による借
地上の建物・構築物については、
耐用年数を定期借地権の残存期
間、残存価額を零とした定額法に
よっております。

①有形固定資産(リース資産除く)
 主として定率法
 ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除
く）については、定額法を採用し
ております。
 なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。
 建物及び構築物   ２～50年
 アミューズメント施設機器

２～５年
 また、定期借地権契約による借
地上の建物・構築物については、
耐用年数を定期借地権の残存期
間、残存価額を零とした定額法に
よっております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更）  

 法人税法の改正（「所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号」及び「法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号」）に伴

い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。  

 これに伴い前連結会計年度と同一

の方法によった場合に比べ、売上総

利益が2,553百万円減少し、営業損

失が2,680百万円、経常損失、税金

等調整前当期純損失が2,685百万円

それぞれ増加しております。  

 なお、セグメントに与える影響に

ついては、当該箇所に記載しており

ます。 

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

 平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっておりま

す。

（追加情報） 

 一部の機械及び装置について、法

人税法の改正による法定耐用年数の

見直しに伴い、当連結会計年度より

耐用年数の変更を行っております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

 ②無形固定資産
 定額法

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年以内）に基づく定額法

によっております。

②無形固定資産(リース資産除く)
 定額法

 なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間（５年以内）に基づく定額法

によっております。

③リース資産
 所有権移転ファイナンス・リース
取引に係るリース資産 
 自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
 所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とした定額法によっており
ます。 

(3) 重要な繰延資産の処理
方法

 ①創立費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。

①創立費  
       同左

②株式交付費  

  支出時に全額費用処理しており 

 ます。

②株式交付費 
      同左  

 ③社債発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。

③社債発行費  
       同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(4) 重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金
 期末債権の貸倒れによる損失に
備えるため、以下の基準によって
おります。

 一般債権
 貸倒実績率法によっておりま
す。
貸倒懸念債権及び破産更生債権等 
 個別に債権の回収可能性を考慮
した所要額を計上しております。

①貸倒引当金 
      同左

 ②賞与引当金
 従業員に対する賞与の支給に充
てるため支給見込額を計上してお
ります。

②賞与引当金 
      同左

③役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額を計

上しております。

③役員賞与引当金 

同左

④ポイント引当金

 顧客に付与されたポイントの使

用による費用発生に備えるため、

当連結会計年度末において将来使

用されると見込まれる額を計上し

ております。

④ポイント引当金 

      同左

⑤退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、過去勤務債務は原則とし

てその発生時に一括費用処理する

こととしておりますが、㈱セガ他

３社については、発生時の従業員

の平均勤続勤務期間以内の一定の

年数（10年）による按分額を費用

処理することとしております。ま

た、数理計算上の差異は原則とし

て翌連結会計年度で一括費用処理

することとしておりますが、㈱セ

ガ他３社につきましては、各連結

会計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から定額法

により費用処理することとしてお

ります。

⑤退職給付引当金 

      同左

 ⑥役員退職慰労引当金

 提出会社及び国内の連結子会社

の一部は、役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

⑥役員退職慰労引当金 

      同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 ─────────────
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、特例処理の要件を

充たす金利スワップ取引について

は特例処理を採用しております。 

 また、振当処理が認められる為

替予約については振当処理を採用

しております。

①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、特例処理の要件を

充たす金利スワップ取引について

は特例処理を採用しております。 

 また、一部の連結子会社におい

て振当処理が認められる為替予約

については振当処理を採用してお

ります。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段: 金利スワップ、為替 

 予約

 ヘッジ対象: 借入金の金利、外貨 

 建金銭債権債務、投 

 資有価証券

②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段: 金利スワップ、為替 

 予約

 ヘッジ対象: 借入金の金利、外貨 

 建金銭債権債務、前 

 渡金

 ③ヘッジ方針

 為替及び金利等の相場変動に伴

うリスクの軽減等を目的としてデ

リバティブ取引を行っておりま

す。なお、原則として実需に基づ

くものを対象に行っており、投機

目的のデリバティブ取引は行って

おりません。

③ヘッジ方針 

      同左

 ④ヘッジの有効性評価の方法

 ヘッジ対象の相場変動等の累計

とヘッジ手段の相場変動等の累計

とを比率分析する方法により有効

性の評価を行っております。ただ

し、金利スワップのうち特例処理

を採用しているものについてはヘ

ッジの有効性評価は省略しており

ます。

④ヘッジの有効性評価の方法 

      同左

(7) 消費税等の会計処理方

法

  消費税及び地方消費税の会計処理 

 方法は税抜方式によっております。

       同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

       同左       

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 のれんは、その効果の発現する期間

を合理的に見積もれる場合にはその見

積もり年数により、それ以外の場合に

は５年間の定額法により償却を行って

おります。

       同左       

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許預金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

       同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

    当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年５月17日改正 実務対応報告

第18号）を早期適用し、原則として在外子会社の会計

基準を統一し、連結決算手続上の必要な修正を行って

おります。 

 これにより、営業損失、経常損失及び税金等調整前

当期純損失はそれぞれ642百万円増加しております。 

 また、期首の利益剰余金から862百万円を減算した

ことに伴い、利益剰余金が同額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

─────────────────────

  ───────────────────── （リース取引に関する会計基準等）

  所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当連結会計年度より、

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 企

業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月

18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指

針第16号）を適用し、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しておりますが、一部の連結子会社において通常の売

買取引に係る方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

  前連結会計年度における流動負債の「その他」に含

めておりました「未払費用」は、負債及び純資産の合

計額の100分の５を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。なお、前連結会計

年度の流動負債の「その他」に含まれる「未払費用」

は、20,482百万円であります。

    連結財務諸表規則の改正に伴い、前連結会計年度に

おける流動資産の「たな卸資産」は、当連結会計年度

より「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記することといたしました。なお、前連

結会計年度の流動資産の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ13,727百万円、3,181百万円、34,526百

万円であります。

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

(1)前連結会計年度における営業外収益の「その他」に

含めておりました「リース資産運用収入」は、営業外

収益総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度

より区分掲記することといたしました。なお、前連結

会計年度の営業外収益の「その他」に含まれる「リー

ス資産運用収入」は、141百万円であります。

(2)前連結会計年度における営業外費用の「その他」に

含めておりました「店舗解約違約金」は、営業外費用

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。なお、前連結会計

年度の営業外費用の「その他」に含まれる「店舗解約

違約金」は、５百万円であります。

(1)前連結会計年度における営業外収益の「その他」に

含めておりました「還付加算金」は、営業外収益総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分

掲記することといたしました。なお、前連結会計年度

の営業外収益の「その他」に含まれる「還付加算金」

は、28百万円であります。

(2)前連結会計年度における特別利益の「その他」に含

めておりました「関係会社株式売却益」は、特別利益

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。なお、前連結会計

年度の特別利益の「その他」に含まれる「関係会社株

式売却益」は、386百万円であります。

(3)前連結会計年度において「法人税、住民税及び事業

税」に含めておりました「法人税等還付税額」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲

記することといたしました。なお、前連結会計年度の

「法人税、住民税及び事業税」に含まれる「法人税等

還付税額」は、０百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書）

 ───────────────────────   前連結会計年度において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「連結子会社株式の取得による支出」と

して区分掲記していたものは、当連結会計年度から投

資活動によるキャッシュ・フローの「関係会社株式の

取得による支出」に含めることといたしました。な

お、当連結会計年度の「関係会社株式の取得による支

出」に含まれる「連結子会社株式の取得による支出」

は、１百万円であります。 
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

※１ 担保に供している資産

    買掛金３百万円、未払費用０百万円、短期借入

金1,577百万円、長期借入金2,992百万円の担保と

して供している資産は以下のとおりであります。

定期預金 25百万円

受取手形 388

建物及び構築物 1,526

土地 2,426

合計 4,365

※１ 担保に供している資産

    買掛金15百万円、未払費用０百万円、短期借入

金1,455百万円、長期借入金2,500百万円の担保と

して供している資産は以下のとおりであります。

定期預金 25百万円

受取手形 341

建物及び構築物 1,400

土地 2,433

合計 4,201

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 3,791百万円

投資有価証券（出資金） 420

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 3,477百万円

投資有価証券（出資金） 457

※３ 貸付有価証券

 投資有価証券には、貸付有価証券249百万円が含

まれております。

※３ 貸付有価証券

 投資有価証券には、貸付有価証券171百万円が含

まれております。

 

 ４ 保証債務

被保証者 金額 内容

㈱ディンプス   400百万円 銀行借入
保証

オリックス・プレ
ミアム㈲

  181百万円 リース債務

有限責任中間 
法人電子認証 
システム協議会

   33百万円 リース債務

フィールズ㈱    10百万円 組合加盟
連帯保証

Sega  Shanghai  &
Co.,Ltd.

   42百万円 銀行借入
連帯保証

 ４ 保証債務

被保証者 金額 内容

㈱ディンプス  133百万円 銀行借入
保証

オリックス・プレ
ミアム㈲

 100百万円 リース債務

有限責任中間
法人電子認証 
システム協議会

0百万円 リース債務

㈱銀座 2,285百万円 売掛債権
保証

Sega  Shanghai  &
Co.,Ltd.

  71百万円 銀行借入
連帯保証
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前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

 

※５ 土地再評価差額金

    連結子会社である株式会社セガは、「土地の再

評価に関する法律」（平成10年３月31日公布 法

律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（平成13年３月31日公布 法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

    「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布 政令第119号）第２条第３号に

定める固定資産評価額に合理的な調整を行って

算定する方法及び第５号に定める不動産鑑定士

の鑑定評価によって算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
 

※５ 土地再評価差額金

    連結子会社である株式会社セガは、「土地の再

評価に関する法律」（平成10年３月31日公布 法

律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（平成13年３月31日公布 法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該評価差額金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

    「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布 政令第119号）第２条第３号に

定める固定資産評価額に合理的な調整を行って

算定する方法及び第５号に定める不動産鑑定士

の鑑定評価によって算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

※６ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当社及び連結子会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行20行と当座貸越契

約及びコミットメント契約を締結しております。 

 これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高等は次のとおりであります。

※６ 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

 当社及び連結子会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行16行と当座貸越契

約及びコミットメント契約を締結しております。 

 これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高等は次のとおりであります。

 
 
 

当座貸越限度額及び貸出 

コミットメントの総額

120,230百万円

借入実行残高 23,799百万円

差引未実行残高 96,430百万円

 
 
 

当座貸越限度額及び貸出 

コミットメントの総額

53,155百万円

借入実行残高 2,310百万円

差引未実行残高 50,844百万円

    なお、当座貸越契約のうち30,000百万円につい

ては、コミットメント契約の未実行残高までと

し、超過した場合には、翌日までにその超過分を

解消する約定となっております。 
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ ―――――――――――――――――

 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。 

売上原価 2,886百万円

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

65,384百万円
 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

59,676百万円

 

※３ 前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。

過年度の許諾料に係る修正額等 529百万円

※３ ―――――――――――――――――

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 28百万円

工具、器具及び備品 57

その他有形固定資産 3

その他無形固定資産 3

合計 93
 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 501百万円

工具、器具及び備品 9

その他有形固定資産 69

その他無形固定資産 0

合計 580

※５ ――――――――――――――――― ※５ 債務時効益は、未払費用に計上していた債務につ

き、時効成立により支払義務が消滅したことによ

るものであります。

 

※６ 前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

過年度の前払費用に係る修正額等 91百万円

 

※６ ―――――――――――――――――

 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1,118百万円

工具、器具及び備品 260

その他有形固定資産 11

その他無形固定資産 79

合計 1,470
 

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 323百万円

工具、器具及び備品 342

その他有形固定資産 103

その他無形固定資産 13

合計 783

 

※８ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 95百万円

アミューズメント施設機器 69

工具、器具及び備品 9

土地 3

その他有形固定資産 0

合計 177
 

※８ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 34百万円

工具、器具及び備品 0

その他有形固定資産 5

その他無形固定資産 0

合計 41

※９ ――――――――――――――――― ※９ 店舗閉鎖損失は、アミューズメント施設の閉鎖に

伴い計上した原状回復費等の費用であります。

※10 ――――――――――――――――― ※10 事業撤退損は、遊技機周辺機器事業の撤退に伴い

計上した退職金の支払いや、たな卸資産の評価減

等であります。
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 

※11 減損損失の内訳は次のとおりであります。

(百万円）

用途 場所 種類 金額

アミューズ 千葉市 建物及び構築物 1,413

メント施設 中央区 その他有形固定資産 46

その他無形固定資産 0

東京都 建物及び構築物 253

港区 その他有形固定資産 517

その他無形固定資産 0

札幌市 建物及び構築物 333

東区 その他有形固定資産 78

その他無形固定資産 0

岐阜県 建物及び構築物 273

本巣市 その他有形固定資産 19

その他無形固定資産 3

大阪市 建物及び構築物 132

中央区 その他有形固定資産 1

その他無形固定資産 0

中国 建物及び構築物 468

アミューズメント施設機器 771

その他有形固定資産 99

米国 のれん 467

その他無形固定資産 491

岡山県 建物及び構築物 756

岡山市 アミューズメント施設機器 18

他26件 その他有形固定資産 254

その他無形固定資産 0

遊技機事業 広島県 建物及び構築物 99

広島市 のれん 511

他 その他有形固定資産 163

その他無形固定資産 301

リース資産 132

コンテンツ 中国 のれん 1,077

企画・配信 その他有形固定資産 27

事業 その他投資その他資産 0

事業用資産 東京都 建物及び構築物 181

大田区 アミューズメント施設機器 7

他４件 その他有形固定資産 263

その他無形固定資産 32

リース資産 15

合計 9,218

    当グループは、事業のセグメントを基礎とし、独

立したキャッシュ・フローを個別に見積もること

が可能な資産または資産グループについては個別

にグルーピングしております。このうち、市場価

格が著しく下落した、もしくは営業活動から生じ

るキャッシュ・フローが継続してマイナスとなる

見込である資産または資産グループについて帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。な

お、中国及び米国におけるアミューズメント施設

の回収可能価額は使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを中国は15％、米国は

17％でそれぞれ割り引いて算出しております。

      

 

※11 減損損失の内訳は次のとおりであります。

(百万円）

用途 場所 種類 金額

アミューズ 東京都 建物及び構築物 203

メント施設 渋谷区 アミューズメント施設機器 48

その他有形固定資産 2

埼玉県 建物及び構築物 165

川越市 アミューズメント施設機器 63

その他有形固定資産 2

さいたま 建物及び構築物 86

市 アミューズメント施設機器 51

中央区 その他有形固定資産 5

大阪府 建物及び構築物 94

東大阪市 アミューズメント施設機器 41

その他有形固定資産 2

横浜市 建物及び構築物 93

都筑区 アミューズメント施設機器 32

その他有形固定資産 4

北九州市 建物及び構築物 115

小倉北区 その他有形固定資産 8

東京都 建物及び構築物 82

八王子市 アミューズメント施設機器 36

その他有形固定資産 2

大阪府 建物及び構築物 75

和泉市 アミューズメント施設機器 39

その他有形固定資産 1

米国 建物及び構築物 204

アミューズメント施設機器 54

その他有形固定資産 23

その他無形固定資産 1

岐阜県 建物及び構築物 1,023

大垣市 アミューズメント施設機器 2,471

他82件 その他有形固定資産 24

事業用資産 千葉市 建物及び構築物 442

等 緑区 土地 232

他15件 その他有形固定資産 183

その他無形固定資産 544

合計 6,465

    当グループは、事業のセグメントを基礎とし、独

立したキャッシュ・フローを個別に見積もること

が可能な資産または資産グループについては個別

にグルーピングしております。このうち、市場価

格が著しく下落した、もしくは営業活動から生じ

るキャッシュ・フローが継続してマイナスとなる

見込である資産または資産グループについて帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。な

お、回収可能価額は主に実勢価格に基づく正味売

却価額により算定しております。
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    20,735株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    5,720株 

  

 
  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 283,229,476 ─ ─ 283,229,476

２ 自己株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 31,276,992 20,735 5,720 31,292,007

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 1,008

連結子会社 ― ― ― ― ― ― 62

合計 ― ― ― ― 1,070

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月16日 
取締役会

普通株式 7,558 30 平成19年３月31日 平成19年６月４日

平成19年11月９日 
取締役会

普通株式 7,558 30 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,779 15 平成20年３月31日 平成20年６月３日
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     20,892株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少     7,166株 

  

 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 283,229,476 ─ ─ 283,229,476

２ 自己株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 31,292,007 20,892 7,166 31,305,733

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

― ― ― ― ― 1,127

連結子会社 ― ― ― ― ― ― 94

合計 ― ― ― ― 1,222

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月15日 
取締役会

普通株式 3,779 15 平成20年３月31日 平成20年６月３日

平成20年10月31日 
取締役会

普通株式 3,778 15 平成20年９月30日 平成20年12月２日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月15日 
取締役会 (予定)

普通株式 利益剰余金 3,778 15 平成21年３月31日 平成21年６月３日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額の関係

現金及び預金勘定 101,539百万円

有価証券 2,495

計 104,035

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△2,263

取得日から償還日までの期 △1,796

間が３ヶ月以内のコマーシ

ャル・ペーパーを除く有価

証券

現金及び現金同等物 99,975

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額の関係

現金及び預金勘定 106,436百万円

有価証券 26,798

計 133,235

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△8,050

取得日から償還日までの期 △1,799

間が３ヶ月以内のコマーシ

ャル・ペーパーを除く有価

証券

現金及び現金同等物 123,385

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

   株式の取得により新たにタイヨーエレック㈱、㈱

アイティコミュニケーションズを連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに

タイヨーエレック㈱、㈱アイティコミュニケーシ

ョンズ取得のための収入との関係は次のとおりで

あります。

※２ ―――――――――――――――――

   

 

(1) タイヨーエレック㈱

流動資産 17,654百万円

固定資産 3,671

のれん 3,245

流動負債 △10,339

固定負債 △935

評価差額金 △586

少数株主持分 △4,646

株式の取得価額 8,063

所有株式 △8,063

現金及び現金同等物 △6,410

差引：取得のための収入 △6,410

 

(2) ㈱アイティコミュニケーションズ

流動資産 7百万円

固定資産 12

のれん 177

流動負債 △197

株式の取得価額 0

現金及び現金同等物 △2

差引：取得のための収入 △2
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前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の 

資産及び負債の主な内訳

   株式の売却により連結子会社でなくなった㈱日商

インターライフ、㈱セガ・ミュージック・ネット

ワークス、シーズ・シネマズ㈱の連結除外時の資

産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の 

資産及び負債の主な内訳

   株式の売却により連結子会社でなくなった㈱エス

アイエレクトロニクス、㈱銀座の連結除外時の資

産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

   

 

    (1) ㈱日商インターライフ

流動資産 4,924百万円

固定資産 1,958

  資産合計 6,882

流動負債 2,648

固定負債 154

  負債合計 2,802
 

    (1) ㈱エスアイエレクトロニクス

流動資産 881百万円

固定資産 362

 資産合計 1,244

流動負債 1,135

固定負債 65

 負債合計 1,201

 

    (2) ㈱セガ・ミュージック・ネットワークス

流動資産 448百万円

固定資産 23

  資産合計 472

流動負債 644

  負債合計 644

 

    (2) ㈱銀座

流動資産 9,321百万円

固定資産 3,448

 資産合計 12,770

流動負債 11,048

固定負債 1,638

 負債合計 12,686

 

    (3) シーズ・シネマズ㈱

流動資産 103百万円

固定資産 364

  資産合計 467

流動負債 398

固定負債 89

  負債合計 487
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前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに、製品の種類・販売市場の類似性等に基づき、５つの

セグメントに区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品及び事業内容 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた全社費用の金額は5,759百万円であり、その主なものは提出

会社におけるグループ管理に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は94,944百万円であり、その主なものは提出会社

等での余剰資金、その他提出会社の資産等であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 （２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）」に

記載のとおり、法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号」及

び「法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号」）に伴い、当連結会計年度か

ら平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

これにより当連結会計年度における営業費用は「遊技機事業」が424百万円、「アミューズメント機器事

業」が212百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しており、「アミューズメント施設事業」が1,706百

万円、「コンシューマ事業」が309百万円、「その他事業」が26百万円増加し、営業損失がそれぞれ同額増

加しております。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

遊技機事業 

(百万円)

アミューズメ

ント 

機器事業 

(百万円)

アミューズメ

ント 

施設事業 

(百万円)

コンシューマ

事業 

(百万円)

その他事業 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
145,582 71,061 91,226 141,790 9,315 458,977 ─ 458,977

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
884 4,340 7 475 1,482 7,189 (7,189) ─

計 146,466 75,401 91,234 142,265 10,797 466,166 (7,189) 458,977

営業費用 138,022 68,249 101,041 148,255 10,871 466,440 (1,634) 464,806

営業利益 

(又は営業損失△)
8,443 7,152 △9,807 △5,989 △74 △274 (5,555) △5,829

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 

  損失及び資本的支出

資産 128,028 42,903 85,844 114,742 3,300 374,819 94,823 469,642

減価償却費 21,340 3,062 17,161 4,476 296 46,337 (725) 45,611

減損損失 1,209 122 6,404 1,461 20 9,218 ─ 9,218

資本的支出 23,829 2,257 15,910 4,390 3,413 49,800 621 50,422

事業区分 主要製品及び事業内容

遊技機事業
パチスロ遊技機及びパチンコ遊技機の開発・製造・販売、周辺機器の

開発・製造・販売・メンテナンス、遊技場の店舗設計等

アミューズメント機器事業 アミューズメント施設用ゲーム機の開発・製造・販売

アミューズメント施設事業 アミューズメント施設の開発・運営・レンタル・保守業務

コンシューマ事業

ゲームソフトウェアの開発・販売、玩具等の開発・製造・販売、携帯

電話等を通じたエンタテインメントコンテンツの企画販売、アニメー

ション映画の企画・制作・販売

その他事業 商業施設等の企画・設計・監理・施工、その他
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６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（連結財務諸表における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い）」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を早期

適用し、原則として在外子会社の会計基準を統一し、連結決算手続上の必要な修正を行なっております。こ

れにより当連結会計年度における営業費用は、「アミューズメント施設事業」が260百万円、「コンシュー

マ事業」が382百万円増加し、営業損失がそれぞれ同額増加しております。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに、製品の種類・販売市場の類似性等に基づき、５つの

セグメントに区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品及び事業内容 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた全社費用の金額は4,748百万円であり、その主なものは提出

会社におけるグループ管理に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は119,364百万円であり、その主なものは提出会

社等での余剰資金、その他提出会社の資産等であります。 

遊技機事業 

(百万円)

アミューズメ

ント 

機器事業 

(百万円)

アミューズメ

ント 

施設事業 

(百万円)

コンシューマ

事業 

(百万円)

その他事業 

(百万円)

計 

(百万円)

消去 

又は全社 

(百万円)

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
161,691 61,926 71,310 131,361 2,904 429,194 ─ 429,194

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
799 3,504 19 303 1,055 5,681 (5,681) ─

計 162,490 65,430 71,330 131,664 3,959 434,876 (5,681) 429,194

営業費用 147,962 58,540 78,851 132,606 3,605 421,565 (734) 420,830

営業利益 

(又は営業損失△)
14,528 6,890 △7,520 △941 353 13,311 (4,947) 8,363

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 

  損失及び資本的支出

資産 133,900 25,896 51,319 88,885 3,893 303,894 120,044 423,938

減価償却費 5,301 2,081 15,908 3,475 178 26,946 (301) 26,644

減損損失 286 80 5,221 877 ─ 6,465 ─ 6,465

資本的支出 4,516 1,099 14,893 4,823 97 25,431 1,179 26,610

事業区分 主要製品及び事業内容

遊技機事業
パチスロ遊技機及びパチンコ遊技機の開発・製造・販売、周辺機器の

開発・製造・販売・メンテナンス、遊技場の店舗設計等

アミューズメント機器事業 アミューズメント施設用ゲーム機の開発・製造・販売

アミューズメント施設事業 アミューズメント施設の開発・運営・レンタル・保守業務

コンシューマ事業

ゲームソフトウェアの開発・販売、玩具等の開発・製造・販売、携帯

電話等を通じたエンタテインメントコンテンツの企画販売、アニメー

ション映画の企画・制作・販売

その他事業 情報提供サービス業、その他
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前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）北米・・・・・・・米国 

（２）ヨーロッパ・・・・英国、フランス、ドイツ他 

（３）その他・・・・・・オーストラリア、台湾、シンガポール他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた全社費用の金額は5,759百万円であり、その主なものは提出

会社におけるグループ管理に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は94,944百万円であり、その主なものは提出会社

等での余剰資金、その他提出会社の資産等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

（１）北米・・・・・・・米国 

（２）ヨーロッパ・・・・英国、フランス、ドイツ他 

（３）その他・・・・・・オーストラリア、中国、台湾他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた全社費用の金額は4,748百万円であり、その主なものは提出

会社におけるグループ管理に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は119,364百万円であり、その主なものは提出会

社等での余剰資金、その他提出会社の資産等であります。 

  

２ 所在地別セグメント情報

日本 
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去  
又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ.売上高及び営業損益

   売上高

  (1)外部顧客に対する 

     売上高
366,168 45,030 43,152 4,625 458,977 ─ 458,977

  (2)セグメント間の内部 

     売上高又は振替高
26,738 6,006 4,220 792 37,758 （37,758） ─

         計 392,907 51,037 47,373 5,418 496,735 （37,758） 458,977

  営業費用 407,438 47,720 40,956 4,690 500,805 （35,999） 464,806

  営業利益 

   （又は営業損失△)
△14,530 3,316 6,416 727 △4,069 （1,759） △5,829

Ⅱ.資産 457,636 23,842 27,449 3,270 512,198 （42,555） 469,642

日本 
（百万円）

北米
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去 
又は全社 
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ.売上高及び営業損益

   売上高

  (1)外部顧客に対する 

     売上高
357,236 35,315 32,857 3,784 429,194 ─ 429,194

  (2)セグメント間の内部 

     売上高又は振替高
20,615 3,965 3,366 838 28,785 (28,785) ─

         計 377,851 39,281 36,223 4,623 457,979 (28,785) 429,194

  営業費用 369,493 38,897 34,902 4,503 447,797 (26,966) 420,830

  営業利益    8,358 383 1,321 119 10,182 (1,818) 8,363

Ⅱ.資産 312,909 21,409 14,717 1,511 350,548 73,389 423,938
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前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
  （注）１ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

     ２  各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

        (１)北米・・・・・・・米国 

        (２)ヨーロッパ・・・・英国、イタリア、フランス、ドイツ他 

        (３)その他・・・・・・中国、韓国、台湾他 

     ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。   

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 
  （注）１ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

     ２  各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

        (１)北米・・・・・・・米国 

        (２)ヨーロッパ・・・・英国、イタリア、フランス、ドイツ他 

        (３)その他・・・・・・中国、韓国、台湾他 

     ３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。   

  

リース取引関係、関連当事者との取引、税効果会計関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関

係、ストック・オプション等関係、企業結合等関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

 なお、当該注記事項については、有価証券報告書においてＥＤＩＮＥＴによる開示を行います。 

３ 海外売上高

北米 ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 50,017 47,667 10,248 107,934

Ⅱ 連結売上高（百万円） 458,977

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合（％）

10.9 10.4 2.2 23.5

北米 ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 46,294 35,113 11,598 93,007

Ⅱ 連結売上高（百万円） 429,194

Ⅲ 連結売上高に占める海外
  売上高の割合（％）

10.8 8.2 2.7 21.7

(開示の省略)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純損失（△）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,030円09銭 882円47銭

１株当たり当期純損失（△）金額 △208円26銭 △90円83銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

  ─円─銭    ─円─銭

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、１
株当たり当期純損失であり、希
薄化効果を有している潜在株式
が存在しないため記載しており
ません。

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、１
株当たり当期純損失であり、希
薄化効果を有している潜在株式
が存在しないため記載しており
ません。

項目
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 281,627 242,532

純資産の部から控除する金額(百万円) 22,108 20,216

 (うち新株予約権(百万円)) 1,070 1,222

 (うち少数株主持分(百万円)) 21,038 18,994

 普通株式に係る純資産額(百万円) 259,519 222,316

 １株当たり純資産額の算定に用いられた 
 普通株式の数(千株)

251,937 251,923

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日)

１株当たり当期純損失（△）金額

 当期純損失（△）（百万円） △52,470 △22,882

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

 普通株式に係る 
 当期純損失（△）（百万円）

△52,470 △22,882

 普通株式の期中平均株式数（千株） 251,943 251,931

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

 当期純利益調整額（百万円） ─ ─

 普通株式増加数（千株） ─ ─

 （うち新株予約権（千株）） ─ ─

 希薄化効果を有しないため、潜在株式 
  調整後１株当たり当期純利益の算定に 
  含めなかった潜在株式数の概要

新株予約権
（平成17年６月24日定時株主総
会特別決議） 
潜在株式の数 2,234千株 
（平成18年６月20日定時株主総
会決議） 
潜在株式の数 2,438千株

新株予約権 
（平成17年６月24日定時株主総会
特別決議） 
潜在株式の数 2,046千株 
（平成18年６月20日定時株主総会
決議） 
潜在株式の数 2,215千株

(重要な後発事象)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 39,361 2,840 

前払費用 86 78 

未収還付法人税等 － 16,014 

その他 295 124 

流動資産合計 39,743 19,058 

固定資産 

有形固定資産 

建物 465 1,085 

減価償却累計額 △88 △114 

建物（純額） 377 970 

構築物 7 1,035 

減価償却累計額 △2 △21 

構築物（純額） 4 1,014 

機械及び装置 － 6 

減価償却累計額 － △0 

機械及び装置（純額） － 6 

車両運搬具 77 77 

減価償却累計額 △46 △56 

車両運搬具（純額） 30 20 

工具、器具及び備品 524 523 

減価償却累計額 △86 △105 

工具、器具及び備品（純額） 438 418 

土地 1,249 1,418 

建設仮勘定 378 18 

有形固定資産合計 2,479 3,868 

無形固定資産 

商標権 13 11 

ソフトウエア 358 254 

その他 2 2 

無形固定資産合計 374 268 

投資その他の資産 

投資有価証券 14,218 12,987 

関係会社株式 284,793 284,072 

その他の関係会社有価証券 7,933 4,213 

関係会社長期貸付金 67 85 

長期前払費用 2 1 

その他 701 736 

投資その他の資産合計 307,716 302,097 

固定資産合計 310,569 306,234 

資産合計 350,313 325,293 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

未払金 19 17 

未払費用 252 219 

関係会社預り金 107,458 15,270 

預り金 15 15 

賞与引当金 89 88 

その他 185 99 

流動負債合計 108,021 15,710 

固定負債 

退職給付引当金 9 21 

役員退職慰労引当金 194 254 

固定負債合計 203 275 

負債合計 108,225 15,985 

純資産の部 

株主資本 

資本金 29,953 29,953 

資本剰余金 

資本準備金 29,945 29,945 

その他資本剰余金 257,231 257,211 

資本剰余金合計 287,177 287,157 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 41,181 109,779 

利益剰余金合計 41,181 109,779 

自己株式 △116,775 △116,770 

株主資本合計 241,535 310,119 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △455 △1,939 

評価・換算差額等合計 △455 △1,939 

新株予約権 1,008 1,127 

純資産合計 242,088 309,307 

負債純資産合計 350,313 325,293 
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業収益 

経営指導料 6,914 5,223 

受取配当金 － 79,771 

営業収益合計 6,914 84,994 

営業費用 

広告宣伝費 1,578 1,239 

給料及び手当 453 404 

賞与引当金繰入額 65 65 

役員退職慰労引当金繰入額 59 67 

退職給付費用 24 28 

株式報酬費用 578 － 

交際費 173 154 

賃借料 329 283 

支払手数料 1,090 752 

減価償却費 187 190 

旅費及び交通費 816 712 

その他 1,000 1,000 

営業費用合計 6,359 4,899 

営業利益 555 80,095 

営業外収益 

受取利息 103 14 

有価証券利息 70 30 

受取配当金 392 382 

投資事業組合運用益 79 － 

リース資産運用収入 427 281 

その他 18 27 

営業外収益合計 1,091 736 

営業外費用 

支払利息 470 273 

支払手数料 81 326 

投資事業組合運用損 253 249 

その他 86 59 

営業外費用合計 891 908 

経常利益 755 79,923 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

特別利益 

役員退職慰労引当金戻入額 － 7 

新株予約権戻入益 － 67 

貸倒引当金戻入額 47 － 

その他 5 0 

特別利益合計 52 74 

特別損失 

固定資産売却損 － 0 

固定資産除却損 22 3 

関係会社株式売却損 1,121 － 

投資有価証券評価損 12,048 62 

関係会社株式評価損 6,519 174 

その他の関係会社有価証券評価損 － 3,594 

その他 11 1 

特別損失合計 19,723 3,836 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △18,915 76,161 

法人税、住民税及び事業税 4 5 

法人税等調整額 64 － 

法人税等合計 68 5 

当期純利益又は当期純損失（△） △18,983 76,155 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 29,953 29,953 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 29,953 29,953 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 29,945 29,945 

当期変動額 

当期変動額合計 － － 

当期末残高 29,945 29,945 

その他資本剰余金 

前期末残高 257,243 257,231 

当期変動額 

自己株式の処分 △11 △19 

当期変動額合計 △11 △19 

当期末残高 257,231 257,211 

資本剰余金合計 

前期末残高 287,188 287,177 

当期変動額 

自己株式の処分 △11 △19 

当期変動額合計 △11 △19 

当期末残高 287,177 287,157 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

別途積立金 

前期末残高 30,000 － 

当期変動額 

別途積立金の積立 20,000 － 

別途積立金の取崩 △50,000 － 

当期変動額合計 △30,000 － 

当期末残高 － － 

繰越利益剰余金 

前期末残高 45,281 41,181 

当期変動額 

別途積立金の積立 △20,000 － 

別途積立金の取崩 50,000 － 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純利益又は当期純損失（△） △18,983 76,155 

当期変動額合計 △4,100 68,597 

当期末残高 41,181 109,779 

利益剰余金合計 

前期末残高 75,281 41,181 

当期変動額 

別途積立金の積立 － － 

別途積立金の取崩 － － 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純利益又は当期純損失（△） △18,983 76,155 

当期変動額合計 △34,100 68,597 

当期末残高 41,181 109,779 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

自己株式 

前期末残高 △116,758 △116,775 

当期変動額 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 21 26 

当期変動額合計 △16 5 

当期末残高 △116,775 △116,770 

株主資本合計 

前期末残高 275,664 241,535 

当期変動額 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純利益又は当期純損失（△） △18,983 76,155 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 9 6 

当期変動額合計 △34,129 68,583 

当期末残高 241,535 310,119 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 △505 △455 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

50 △1,483 

当期変動額合計 50 △1,483 

当期末残高 △455 △1,939 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 △505 △455 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

50 △1,483 

当期変動額合計 50 △1,483 

当期末残高 △455 △1,939 

新株予約権 

前期末残高 429 1,008 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 578 119 

当期変動額合計 578 119 

当期末残高 1,008 1,127 

純資産合計 

前期末残高 275,588 242,088 

当期変動額 

剰余金の配当 △15,116 △7,558 

当期純利益又は当期純損失（△） △18,983 76,155 

自己株式の取得 △38 △21 

自己株式の処分 9 6 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 628 △1,364 

当期変動額合計 △33,500 67,218 

当期末残高 242,088 309,307 
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該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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平成21年５月13日付公表の「役員の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

6. その他

 役員の異動
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